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1――影響力が増す気候変動に関するイニシアチブ 

 

様々な国や企業において気候変動に関する取り組みが推進されており、気候変動対策は国際的な課

題となっている。 

こうした中、気候変動への取組みを推進するために、様々な国際的な気候変動に関する「イニシア

チブ」が設立されている。イニシアチブ(initiative)とは、元々英語で「主導権」、「先導する」、「計

画」、「戦略」といった意味を持ち、気候変動対策においては温室効果ガスの排出量の計測や削減目標

や情報開示といった気候変動対策に関する取り組みを主導する国際的基準やその運営組織を指す。 

現在では国際的なイニシアチブのもとで各国の政府や企業、投資家が連携し、気候変動対策に関連

する様々な取組みが進められている。各国で国際的なイニシアチブに基づいた制度が制定されるとと

もに、気候変動に関するイニシアチブに賛同する企業や投資家は年々増加しており、その影響力は増

している。 

こうしたことから、気候変動に関する国際的なイニシアチブの概要を知ることは、気候変動対策の

動向を理解する上で欠かせない重要な出発点となっている。本稿では、気候変動に関するイニシアチ

ブについて説明したい。 

 

2――気候変動に関する様々なイニシアチブの概要 

 

気候変動に関する様々な分野で多くのイニシアチブが設立されている。代表的な気候変動に関する

イニシアチブについて、まず整理していきたい。 

 気候変動に関するイニシアチブは、①温室効果ガス排出量の削減目標の設定・評価、②情報開示、

③リスク管理、④温室効果ガスの排出量の算出に関するものに大きく分けられる(図表１)。 

温室効果ガス排出量の削減目標の設定・評価に関する代表的なものとしては、第 21回気候変動枠組

条約締約国会議（Conference of the Parties:COP21）で国際的に合意された「パリ協定」が挙げられ

る。パリ協定では、歴史上初めて全ての国(気候変動枠組条約に加盟する全 196カ国)が地球温暖化対
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策に参加、現在の地球温暖化対策における基本となる方針となっている1。 

パリ協定などが国家間の合意である一方で、民間企業の自主的な排出量削減を促すイニシアチブも

多く設立されており、使用する電力を再生可能エネルギーに転換することを目標とする Renewable 

Energy 100%(RE100)、企業に対して科学的根拠に基づいて温室効果ガスの削減目標を設定するように

求める Science Based Targets(SBT)などが挙げられる。 

情報開示については「気候関連財務情報開示タスクフォース(Task Force on Climate-related 

Financial Disclosures:TCFD)」 や「国際サステナビリティ基準審議会(International Sustainability 

Standards Board:ISSB)」などが挙げられる。情報開示に関する国際的なイニシアチブは、各国の開示

基準のスタンダードとなっている。また、CDP のように企業などに気候変動対策に関する情報開示を

促すイニシアチブもある2。 

リスク管理については、中央銀行と金融監督者のネットワークである気候変動リスクに係る金融当

局ネットワーク(Network for Greening the Financial System:NGFS)やバーゼル銀行監督委員会(Basel 

Committee on Banking Supervision:BCBS)による「気候関連金融リスクの実効的な管理と監督のため

の諸原則」などが挙げられる。これらのイニシアチブでは、気候変動による自然災害の増加や社会の

変化が金融システムの安定性を損なうリスクがあるとして、そのリスクの評価や対応に取り組んでい

る。 

温室効果ガスの排出量の算出については、温室効果ガス(Greenhouse Gas:GHG)プロトコルや投融資

ポートフォリオを通じた温室効果ガスの排出量の算定・開示基準である「金融向け炭素会計パートナ

ーシップ (Partnership for Carbon Accounting Financials:PCAF)」が挙げられる。GHG プロトコル

の排出量の算出基準は、排出量削減の目標設定など他の多くのイニシアチブに用いられている。 

また、特定の業界を対象とするイニシアチブもあり、不動産分野のイニシアチブである Global Real 

Estate Sustainability Benchmark (GRESB)や建築環境総合性能評価システム (Comprehensive 

Assessment System for Built Environment Efficiency:CASBEE)などが挙げられる。GRESB は不動産

会社や不動産投資ファンドの気候変動対策を含む ESG取組みを評価する。CASBEEなどでは建築物の省

エネルギーなど環境性能の評価を行っている。 

この他、持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals:SDGs)、責任投資原則(Principles for 

Responsible Investment:PRI)などESGやサスティナビリティ全般への取組みを推進する多くのイニシ

アチブでも、気候変動対策の推進が含まれている。SDGsでは、目標 13「気候変動に具体的な対策を」

で気候変動対策を掲げている3。 

  

 
1 日本経済新聞(2015) 
2 CDP は設立当初、「カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト(Carbon Disclosure Project)」という名称で、企業が排

出する温室効果ガスを「見える化」する取り組みを行っていたが、現在では、取り組みの対象を森林や水資源などに広げ、

略称としていた「CDP」を正式名称としている。 
3 国連広報センター 
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図表１ 気候変動に関連する代表的な国際イニシアチブ 

    

 

 

3――イニシアチブ間の連携 

 

気候変動対策には多数のイニシアチブとその運営組織が存在しているが、これらの組織の間での連

携も行われている。代表的なイニシアチブ間の連携としては、RE100 や SBT などを含む気候変動に関

連する取り組みを推進している We Mean Business (WMB)が挙げられる。 

WMBは企業や投資家、イニシアチブを結ぶプラットフォームの役割を果たしている組織であり、様々

な取り組みを進めている。WMBには国際機関やシンクタンク、NGO等がパートナーとして参加しており、

パートナーは「Coalition Partners」、「Implementation Partners」、「Network Partners」の 3つに大

きく分類される(図２)4。 

Coalition Partnersは企業・投資家への各取り組みの連携を促し、WMBを主導する機関であり、RE100

を運営する The Climate Groupや CDPなどが含まれている5。Implementation Partnersは WMBが実施

する各取り組みへ協⼒を⾏っている機関であり、国連グローバル・コンパクト(UN Global Compact)

などが含まれている。Network Partnersは WMBに賛同、協力するパートナー機関であり、多数の機関

が参加している。 

WMB はこうした多数のイニシアチブの運営に加えて、気候変動などに関するレポートの発信や気候

変動対策への提言を行っている。 

  

 
4 We Mean Business 
5 環境省・みずほリサーチ＆テクノロジーズ(2023) 

分類 名称

パリ協定

Renewable Energy 100%(RE100)

Science Based Targets(SBT)

気候関連財務情報開示タスクフォース(Task Force on Climate-related Financial Disclosures:TCFD)

国際サステナビリティ基準審議会(International Sustainability Standards Board:ISSB)

CDP中央銀行と金融監督者のネットワークである気候変動リスクに係る金融当局ネットワーク(The Network of

Central Banks and Supervisors for Greening the Financial System:NGFS)

バーゼル委員会(Basel Committee on Banking Supervision:BCBS):気候関連金融リスクの実効的な管理と監督のための諸原則

温室効果ガス(Greenhouse Gas:GHG)プロトコル

金融向け炭素会計パートナーシップ (Partnership for Carbon Accounting Financials:PCAF)

Global Real Estate Sustainability Benchmark (GRESB)

建築環境総合性能評価システム(Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency:CASBEE)

持続可能な開発目標(Sustainable Development Goals:SDGs)

責任投資原則(Principles for Responsible Investment:PRI)

排出量の削減目標の設定

・評価

情報開示

リスク管理

排出量の算出

不動産関連

(参考)サスティナビリティ

全般に関するイニシアチブ

(資料) 各所資料を元に筆者作成 
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図表２ WMBに参加する主要な組織と取組みの関係 

 

 

 

4――気候変動に関するイニシアチブに参加するメリット 

 

様々な気候変動に関するイニシアチブが設立される中、企業が気候変動に関するイニシアチブに参

加することは下記のメリットがあると考えられる。気候変動は地球規模での社会課題であり、その取

組みを広く推進するためには、企業は国際的なイニシアチブへの積極的な参加と取り組みが求められ

ている。 

ただし、気候変動に関するイニシアチブに参加するにあたって企業は中身を伴う取組みを求められ

ている。気候変動に関するイニシアチブでは、参加にあたって温室効果ガス削減の目標の設定と定期

的な報告を求めているものも多い。 

 

(1)自社の現状と課題の把握  

自社の温室効果ガスの排出量削減目標を設定し、取組みを進めるには現状の評価や分析が必要とな

る。国際的な基準に沿って自社の事業による温室効果ガス排出について評価・分析することは自社の

今後の目標設定や課題を把握する手がかりとなる。 

 

(2)対外的なアピール 

イニシアチブへの参加などの気候変動に関する自社の取組みをウェブサイトや統合報告書への掲載

などを通じて、外部に発信することは社会や環境に貢献する企業として、自社のイメージアップにつ

ながり得る。 

  

(資料)環境省をもとに筆者作成 
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(3)投資資金の呼び込み 

 年金基金や金融機関などの機関投資家の多くは、気候変動対策を含む ESGに配慮する投資を行う

イニシアチブに参加し、これに沿った投資を行っている。特に欧州などの投資家の多くは早くから ESG

に配慮する投資を進めてきた。このため、こうした投資家からの投資資金を獲得するには、ESG に配

慮した事業活動を行うことが必要となる。気候変動対策などのイニシアチブに参加することは、自社

の取組みを、広く用いられている基準によって対外的に示すことにつながる。 

 

(4)最新動向の把握 

温室効果ガスの排出量の開示基準の改正や気候変動に関するシナリオの更新など、気候変動対策に

関するイニシアチブでは様々な検討や議論、改善を行っている。イニシアチブに参加することで、気

候変動に関する最新の動向を把握することができる。 

 

5――おわりに 

 

本稿では、気候変動に関する代表的なイニシアチブについて説明した。気候変動対策を推進するた

めに、様々なイニシアチブの策定が国際的に進められている。各国の脱炭素に関連する制度は、国際

社会で合意されたイニシアチブに沿って策定されており、再生可能エネルギーや電気自動車など関連

する次世代の産業への影響も大きい。 

こうした国際的なイニシアチブへの参加にはハードルがあるものの、情報の共有やルール策定への

関与といった多くのメリットが期待できる。気候変動に関するイニシアチブの影響力が国際的に強ま

る中、日本の企業や投資家も国際的なイニシアチブの策定に積極的に関与していくことが必要だろう。 
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